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1．はしがき
　マルクスは「資本論」および「ゴータ綱領批判」において、保険ファンドと保険に関してその見解
を明らかにしている。しかし、そこで述べられているのは、いわゆる不変資本に係わる保険ファンド
と保険であって、可変資本に係わるそれらについては触れていないのみならず、その表現形式におけ
る相違から、それらの解釈についてもなお、各学者間において統一した見解はみられていない。
　そのなかの一つの問題点として挙げられるのは、可変資本に係わる保険ファソドと保険の経済学的
位置づけである。すなわち、マルクスが「資本論」および「ゴータ綱領批判」において述べている、
剰余価値からの控除になる保険ファンドに対して、個人所得にその源泉をもつ保険ファソドをどう把
えるかが重要な課題となっているのである。
　そこで、当論文では、資本主義経済をそのものたらしめている資本家階級と労働者階級の対立、お
よびそこに内包される諸矛盾に立ち帰って、この労働老の個人所得にその源泉をもつ保険ファソドを
中心に、考察を試みる。ただし、ここではそれを、保険資本が管理する場合に限る。
E．資本主義経済における諸矛盾と階級対立
　資本主義的生産様式においては、労働者は、前近代的な義務や束縛から解放されていると同時に、
すべての生産手段から、したがって、すべての生活手段から排除されている。それゆえ、労働者は、
生活手段を生産することはできないのであって、労働者が生存するには、自らの労働力を商品として
市場において資本家に売らなければならないのである。
　労働は、資本主義的生産様式のもとにおいてこそ、旧価値の維持と新価値を付加する商品として資
本家に一時的に処分権を譲渡し得る資格をもつものである。
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　これに対し、資本家は、前貸資本の一部を不変資本としての生産手段の購入にあて、また他の部分
を可変資本としての労働力の購入にあてる。
　資本家が市場において購入するのは、労働力の使用価値である。そして、この使用価値は、現実に
生産過程において生産手段と合体されて初めて、実現されるのである。また、生産手段は、すでに資
本家の手中において、生産過程とは独立して、そのものとしての価値を有しており、この価値はその
まま生産過程に入るのである。もちろん、それが労働力と合体されて、生産過程において価値の移転
がなされ、さらに労働力の価値を越える超過支出によって価値の増殖がなされなければならないこと
は言うまでもない。すなわち、生産過程において、労働力は、生産手段と合体され、その価値を移
転・維持し、またその現象形態を更新し、変化させるのである。そして、労働力は、合目的的活動と
しての具体的有用労働をなし、労働生産物一商品生産物を生産するのである。
　そして、資本家は、労働力の使用の代償として、一定の労働期間の後に、労働者に賃金を支払う。
しかし、資本家によって賃金の形態で支払われる労働力の価値は、必要労働たる労働過程において支
出された労働力の等価である。これが、資本家によって可変資本として前貸しされるべき資本の構成
部分である。
　一労働日における残余の部分、すなわち剰余労働たる価値増殖過程は、凝結した不払労働であり、
この剰余労働による労働生産物部分は資本家に帰属するのである。なぜならば、労働は、一定の期間
を限って資本家に労働力の処分権を譲渡したのであり、それはまさに資本家の生産資本の一要素とし
て存在するからである。すなわち、　「資本の価値増殖過程は、他人の不払労働による他人の不払労働
の取得過程にほかならないD。」
資本家は・G－W＜鑑…・…W・－G’な・資本の循環により、前貸資本価値＋乗1余価値を手にす
る。このうち、前貸資本価値部分は再び生産手段に転化され、再生産過程に入る。また、剰余価値部
分も、拡大再生産過程にあってはその一部が追加資本に転化される。
　こうして、資本主義的拡大再生産過程において資本家は、ますます多くの生産手段、労働元本、あ
るいは貨幣をもつようになる。その結果、資本蓄積、つまり富の蓄積の対極に、労働者階級の　「貧
困、労働苦、奴隷状態、無知、粗暴、道徳的堕落の蓄積2）」を見、階級的敵対関係が必然化されるの
である。このような資本主義経済における諸矛盾や階級対立は、歴史的、過渡的な生産関係によるも
のである。すなわち、資本主義生産関係によって規定された、歴史的、過渡的分配関係によるもので
ある3）。
　そこで、資本主義的分配関係のもとで、この相対する二つの階級、つまり資本家階級と労働老階級
が、保険ファンドを通じていかに自らの経済的存立をはかり、再生産関係を継続して行くか、を考察
する。
注1）　「新マルクス経済学講座」1p，　144
　2）　向坂逸郎訳「資本論」岩波書店版第一巻第七編第二十三章p．　810
　3）大月書店版「レーニン全集」第29巻　p．425
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階級についてレーニンは、次のように述べている。「階級とよばれるのは、歴史的に規定された社会的
生産の制度のなかでしめる地位の点で、生産手段に対する関係の点で、労働の社会的組織における役割
の点で、したがって、彼らが自由にできる社会的富の分けまえを受けとる方法とその分けまえの大きさ
の点で、他から区別される人々の大きな集団である。階級とは、一定の社会経済制度のなかでしめるそ
の地位がちがうことによって、そのうちの一方が他方の労働をわがものとすることができるような、人
間の集団をいうのである。」
皿．資本家階級における保険ファンド
　資本家は、資本の再生産過程を遂行して行くうえで、不変資本に係わる偶発的自然災害から免かれ
ることはできない。こうした災害に備えるために、資本家は、追加資本として追加生産手段や追加労
働力に転化するための蓄積部分とは別に、剰余価値から控除して保険ファンドとして積立てなければ
ならない。これをマルクスは「資本論」第三巻、第七編諸収入と諸源泉、第四十九章生産過程の分析
のために、で次のように述べている。すなわち、「（総生産過程……に着目すれば）新たに追加された
労働力の生産物ではない不変資本、もっともそれなしにはこの生産物も生産されえないであろうが
一この不変資本は、再生産過程において、素材的に見れば、その大部分を減殺しうるような偶発事
や危険に曝されている。……このことに応じて、利潤の一部、したがって剰余価値の一部、したがっ
てまた、新たに追加された労働のみが（価値から見れば）表示される剰余生産物の一部は、保険原本
として役立つ。……（……そして再生産過程のかような掩乱は保険の問題に属する）…。」と述べて
いる。
　ここでマルクスが述べている如く、資本家にとっては、再生産過程において、不変資本がその価値
の全部または一部を減殺するような偶発的自然災害に備え保険ファンドを設定するために、剰余価値
からの控除を行なう必要がある。
　ところが、資本家にとっては、保険ファソドとして予定し、控除をなすべきその剰余価値部分は、
当然マイナス、したがってコストとなる。すなわち、その分だけ剰余価値は減少せざるを得ないこと
になってくる。このために、資本家は、その部分を商品価格に付加することによって剰余価値の、し
たがって利潤の増大をはかり、致富の源泉とするのである。すなわち、　「商品に使用価値を追加する
ことなしに商品を高価にする諸費用、したがって、社会にとっては生産の空費に属する諸費用が、個
別資本家にとっては、致富の源泉をなしうるのであるD。」
　こうして、資本家は、不変資本に係わる偶発的自然災害のための費用を、商品価格に転嫁し、G－
W…P…W’－G’という資本の循環を通して、流通過程の完了とともにその部分を剰余価値の一部と
して獲得し、保険ファンドを形成するのである。
　この、企業における危険の負担管理業務の役割を担って自立化した機能資本家が、企業保険部門を
コ　　　ロ　　　　　　　　　　　■　　　ロ
担う保険資本である。そして、この保険資本は、産業資本家が剰余価値から保険ファソドに予定し、
控除した部分を、社会・経済的規模で集中し、保険サービスの提供を約すことによって、それを資本
化するのである。
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　もちろん、貨幣経済である当該資本主義経済では、保険ファンドが、価値の一般的等価形態たる貨
幣によって形成されるのは当然である。しかし、その本質は、あくまで偶発事故を契機にした危険平
均化による富の価値の補填であることを忘れてはならないであろう。
　ところで、マルクスが「資本論」および「ゴータ綱領批判」において述べているところの、資本家
による剰余価値からの控除になる保険ファソドと同様に、労働賃金一所得にその源泉をもつ保険ファ
ソドの経済的位置づけが重要な課題である。この問題の解決のためには、資本主義的生産関係そのも
のを分析する必要がある。なぜならば、所得、利潤等の分配関係がまさに資本主義的生産関係そのも
のによって規定されるからであり、そこに内在する諸矛盾にこそ労働賃金からの捻出になる保険ファ
ンド、すなわち家計保険の根本をみることができるからである。
　上に、　「企業保険部門を担う保険資本」と書いたのは、ほかでもない。従来、家計保険、とくに生
命保険は、企業保険の派生的形態、あるいはひどい場合には生命保険は保険にあらず（！）などとい
う突拍子もない説さえ出る始末であった。しかし、家計保険をこのように片付けてしまうのは、あま
りにその今日的発展を無視した空理空論と言わざるを得ない。近代生命保険は、早く十九世紀イギリ
スにおいて開花し、またたく間に成長して行った2）。さらに、労働者の保険としての簡易生命保険の
発展等、これらをたんに資本が捉えた企業保険の派生的形態とするだけでは、真に資本主義的生産関
係との関連で保険を理解することはできないであろう。
　筆者は、家計保険を貨幣経済たる資本主義経済に特徴的で（といっても、絶対的ではない。なぜな
ら、今日、社会主義国にも貨幣経済が存続し、家計保険がみられるからである。）、そこに内在する諸矛
盾のあらわれとして、すなわち生産関係によって規定される分配によるあらわれとして、企業保険と
並列に位置づけるべきものである、と考える。そのために、これまで「資本論」に立ち帰り、資本の
蓄積一再生産過程をみたのである。したがって、資本主義的生産関係を前提にして考察する場合に、
それをそのものたらしめている資本（家階級）について十分な考察を行なわなければならないと同時
に、別の意味で（つまり、搾取されるという意味で）資本主義的生産関係をそのものたらしめてい
る、つまり、その犠牲となっている労働者階級について十分な考察を行なうことも忘れてはならない
のである。すなわち、資本主義的生産関係をそのものたらしめているのは、もちろん資本家である
が、資本家が資本家たるゆえんは、まさにその対極に、自らは生産手段、したがってまた生活手段を
もたない、というよりも、もてなCNために自らの労働力を商品として市場で売り、一定の具体的有用
労働をなし、その代償として賃金を受けとり、それによって自らとその家族の生存をはからねばなら
ない労働者階級が存在しなけれぽならないのである。
　したがって、資本主義経済における保険と保険ファンドを考察する場合に、資本の側に属する場合
だけを考察して、それをもって資本主義経済の保険と保険ファンドとして簡単に規定してしまうのは
問題である。すなわち、資本主義経済における保険と保険ファンドは、搾取者たる資本家と、被搾取
者たる労働者の両面から考察しなければならないのである。すなわち、家計保険は、資本主義的生産
関係によって規定された歴史的、過渡的な分配関係そのものの矛盾のあらわれとして把握しなけれぽ
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ならないのである。
　注1）　向坂逸郎訳「資本論」岩波書店版　第二巻、第一編、第六章、第二節　p．158
　　2）笠原長寿著「保険経済の研究」p，73
　　　　「マルクスの研究に主要な資料を提供し、マルクス主義の三つの源泉の一つといわれる古典派経済学発
　　　　生の地であり、資本主義の母国と呼ばれるイギリスではそれ（「資本論」および「ゴータ綱領批判」の
　　　　刊行……筆者注）より約一世紀以前の一七一〇年に世界最古の火災保険会社The　Sun　Fire　OMceが、
　　　　一七二〇年にRoyal　Exchange　Assurance　CorporationとLondon　Assurance　Corporationの二大特
　　　　許会社が、続いて一七六二年に世界最初の近代的生命保険会社“01d　Equitable”が設立されている。
　　　　またThe　Prudential　Mutual　Assuranceが労働者階級を対象とした簡易生命保険を開始したのは一八
　　　　五四年である。」
IV．労働者階級における保険ファンド
　資本主義的生産関係においては、労働者は、生産手段から、したがって生活手段から資本家によっ
て排除されており、自らはその労働力を商品として市場において資本家に売り、一定の具体的有用労
働を行ない、然る後に、その代償として資本家から賃金を受けとることになる。
　労働力は、資本家によって生産資本の一要素として、生産過程において生産手段と合体され、資本
家のために労働生産物を、つまり商品生産物を、したがってまた搾取手段を生産するのである。と同
時に、労働者は、その消費行為において資本家の商品生産物を生活手段として、その賃金一所得によ
り買い求めなければならない。すなわち、資本家に対し、労働力の、したがって搾取材料の再生産を
余儀なくさせられる。それは、資本の再生産の一契機となる。
　資本家は、再生産一蓄積過程を通じて、剰余価値の一部を追加資本として、追加生産手段と追加労
働力に転化する。これらの追加生産手段、追加労働力に投下される追加労働元本としての生活手段
は、剰余価値の構成部分であり、それは資本家に帰属すべき労働一商品生産物の一部である。したが
って、資本家は、再生産一蓄積過程を通じてますます多くの生産手段を、労働力を、貨幣を、そして
労働一商品生産物に対する支配権を拡大する。
　資本の拡大再生産過程において、資本家が願うことは、利潤の極大化であり、そのための過程の支
障なき回転、継続であり、そのための不変資本たる生産手段の、偶発的自然災害からの価値の保全で
ある。
　前に述べた如く、このために資本家は「商品に使用価値を追加することなしに商品を高価にする」
保険費用を、商品価格に付加し、　「致富」の源泉とする。これが、不変資本に係わる企業保険であ
る。
　これに対し、労働者は、資本家によって生産手段、したがってまた生活手段から排除されているた
めに、自らの労働力を市場で売らざるを得ない。それによってのみ、労働者は、自らの労働力の再生
産と、長期的な労働力の供給源たるその家族の経済生活の維持をなし得るのである。
　労働者は、資本家のもとでの一定の労働力売り渡し期間の後に、賃金一所得を得る。しかし、賃金
の本質は、まさしく労働力商品の価値の貨幣表現にすぎないものであり、雇用中における労働のすべ
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てを補填するものではない。
　しかし、労働者階級は、次の賃金の支払い、つまり、次の労働力販売後の賃金の支払いを受けるま
での間、その賃金によって自らの労働力の再生産と同時に、家族の生活維持のために、生活手段の購
入、つまり、消費を行なわなければならない。といっても、もちろんこれは最終的消費ではなく、こ
の消費を通して労働力の再生産をする、生産的消費である。
　しかし、その不変資本が再生産過程においてさまざまな自然災害に曝されている資本家と同様に、
労働者も、労働力商品のもち主も、労働力そのものの源泉たる肉体は、死亡、傷害、疾病、廃疾等の
リスクに、あるいは消費手段たる家財等に関しても偶発的自然災害に曝されているのである。
　しかし、旧権力や国家統制からの「自由放任」、「自由競争」、すなわち私的所有による個人責任制
と、商品の生産、流通、交換、分配、消費に立脚する資本主義的生産関係によって規定された分配関
係により、労働者階級は、その賃金で自らとその家族の家計のすべてに係わるリスクのために保険フ
ァンドを形成しなければならない。
　資本主義経済においては、資本家にとっての不変資本に係わるところのリスクと同様、いやそれ以
上に、生産手段、したがって生活手段をもたず、自らの労働力を商品として売ることによってしか生
存するすべをもたぬ労働者皓級にとって、自らの生命と消費財に係わるところのリスクは、その経済
的存立そのものを危うからしめることになる。そして、まさにここにこそ、労働者の生命および消費
財に係わる保険ファソドの設定が必要かつ不可欠のものとなるゆえんがある。
　こうした、労働者とその家族に係わる危険（すなわち、生命保険などの場合でも、労働者の死亡、
傷害、廃疾等により家計そのものの存立が危うくなるという意味での危険）を集中、平均化する危険
負担管理業務を行なうことにより、すなわち保険サービスの提供を目的として自立化した機能資本家
が、家計保険部門を担う保険資本である。
　こうして、労働者階級にあっては、個人所得たる労働賃金から、保険費用を捻出しなければならな
いのである。しかし、労働賃金というのは、労働力の価値または価格の転化形態、すなわち労働力の
再生産費ということになる。もちろん、この労働力の再生産費を狭義に解釈すべきではないのであっ
て、前にも述べたように、この中には、労働者自身の労働力の再生産費のみならず、将来の労働力の
供給源たるその家族の再生産費一子女の養育費等も含まれる。したがって、労働賃金は、労働者家族
の生活費によってその大いさが与えられるのである。また、その大いさは一定のものではなく、社
会、経済の異なるにしたがって、あるいは文化水準の異なるにしたがっても変化するものである。
　しかし、労働賃金そのものの根本は依然として同じである。労働者階級は、生産手段を、したがっ
て生活手段をもたぬためにその労働力を商品として市場で販売し、資本家のもとで一定期間、生産資
本の一部として生産手段と合体され、一定の具体的有用労働を行ない、然る後にその代償として、そ
の「等価」としての賃金を受けとるのである。そして、次の労働力売り渡し期間の後に賃金を受けと
るまでの間、その賃金で自らの労働力の再生産をなし、かつその家族の生活を維持しなければならな
いのである。
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　これに対し、資本家は、労働賃金の支払いをできるだけ低く押えようとする。そのため「資本主義
経済の場合には、労働者や俸給生活者の世帯の家計は、いつも収入が支出に追いつかず「赤字」化の
不断の傾向をもっており、生活の全体として不安と窮乏化とはおおうべくもない1）」ありさまであ
る。それゆえにこそ、労働者は、自身とその家族の生命に関して、また消費財たる家財等に関して保
険ファンド形成のための捻出をしなければならない。しかし、資本家の場合とは異なり、労働者の場
合には、通常その労働者の賃金一労働力の再生産費にのみ依存することになる。このために、生活
費、つまり、衣、食、住などの必要経費はなんらかの形で影響を受けざるを得ないことになる。しか
し、そうかといって、保険ファンド設定のための捻出をしなければ、あるいは往々にしてありがちな
ことだが、それができなければ経済生活は維持し得なくなる。すなわち、経済的存立は不可能になる
のである。まさに、そのために国家による社会保障制度の充実が望まれるゆえんである。しかも、今
日のように経済の発展とともにさまざまな自然破壊や公害が進む高度な資本主義の発展段階に到れ
ば、われわれの生命を脅かすリスクは増大する。しかし、これも資本によるそのあくなき利潤追求の
ための乱開発や自然破壊が原因しているのは言うまでもないことである。
　以上述べてきたように、資本主義経済における保険ファソドと保険は、資本家側のそれと、労働者
側のそれの両面から同時に把える必要があるのである。それは、再三述べたように、資本主義経済に
おける保険ファンドは、まさにその生産関係そのものに内在する諸矛盾に起因するからである。
　また、資本家は、その資本の、自然災害からの価値の保全のために保険ファンドを設定する。しか
も、そのための費用は、商品価格に転嫁され、　「致富」の源泉となる。この場合が、不変資本にかか
わるところの企業保険である。
　と同時に、労働力を商品として販売する以外に生活手段をもたぬ労働者は、その賃金たる所得か
ら、生活費の犠牲の上で、自らとその家族の生命、疾病、傷害、廃疾等のために、あるいはまた、消
費財たる家財等のために保険ファンドを設定しなければならない。そして、そのための捻出（まさ
に、捻出というにふさわしい）による、いわゆる可変資本に係わるところの家計保険が、企業保険と
相対するのである。
　注1）大河内一男著「経済学講義」p．230～231
V．マルクスの保険理論について
　1、H、皿、　Wと、　「資本論」に立ち帰って資本主義経済における保険ファンドと保険を、資本家
と労働者の両面から考察した。そして、それをもとにして、マルクスが「資本論」および「ゴータ綱
領批判」において説く保険ファンドと保険について再検討してみたい。
　上に述べたことを要約すると、次のようになる。
　貨幣経済たる資本主義経済においては、保険ファンドは、主として資本家階級と労働者階級の二つ
の階級によって異なる源泉から形成される。
　その一方の極たる資本家階級は、そのための部分を商品価格に付加し、剰余価値として回収する。
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したがって、自らはその懐をいささかも痛めることなく、前貸不変資本の偶然的自然災害からの価値
の保護を行なうのである。
　これに対し、もう一方の極たる労働者階級は、生活手段をもたぬ（もてぬ！）ために、自らの労働
力を商品として市場で資本家に売る。そして、労働力は、一定期間、生産手段に合体されることにな
る。多くの場合、然る後に、後払いの形で資本家によってその代償としての労働賃金を受けとり、次
の労働力売り渡し期間中、それだけで生活しなければならないのである。そして、そのために保険フ
ァンドが、労働力の再生産上、重要な意味をもつのである。かくして、他の生活費を犠牲にして保険
ファンド設定のための捻出をしなければならないのである。
　資本主義経済におけるこれらの保険ファソドの源泉は、企業保険にあっては剰余価値からの控除、
そして家計保険にあっては個人の所得からの捻出である。これらは、資本制生産関係の生成、発展と
不可分のものである。
　ところが、マルクスが「資本論」および「ゴータ綱領批判」において述べているのは、剰余価値か
らの控除になる保険ファンド設定であり、それは資本主義的生産様式の止揚後も存続しなければなら
ない、ということである。そこで述べられているのは、資本主義経済においては資本家によって設定
される保険ファンド（一剰余価値からの控除になる保険ファソド）である。これは、資本主義的生産
関係そのものに起因するのであって、それによって規定される分配関係、つまり、所得、利潤等の関
係のもとでは、生産手段や、したがってまた生活手段は、それゆえに剰余価値、剰余生産物は資本家
に支配されているからである。したがって、マルクスのいう「剰余価値からの控除による保険ファン
ド設定」は、資本家によってなされているのである。
　このため、剰余価値を搾取された労働者階級は、労働賃金からの、つまり、労働力の再生産費であ
り、かつまた家族の生活維持のための必要経費からの捻出により、保険ファンドを設定せざるを得な
いのである。ここに資本主義的生産関係そのものによって規定された分配に関する諸矛盾をそのまま
に反映したところの、資本家による剰余価値からの控除になる保険ファンドと、労働者による労働賃
金一所得からの捻出にな6保険ファンドが具現するのである。ここに、まさしく資本主義経済におけ
る保険制度と保険ファンドの特徴と矛盾がある。
　しかし、資本主義的生産様式の止揚後は、といっても共産主義社会の高度な発展段階においては、
生産関係そのものによって規定される分配における矛盾は消滅し、したがって「階級」そのものが消
滅するために、資本主i義的生産関係におけるような、一部の階級による他の階級の搾取にもとつく剰
余価値の搾取、したがってそれによるところの生産手段に係わる保険ファソドの設定、ということは
なくなるわけである。もちろん、生産手段に係わる保険ファンドの設定は、資本主義的生産様式の止
揚後も、社会的総生産物からの控除によって全国民のために設定されなけれぽならないことはいうま
でもないことであろうD。その意味においてマルクスは「資本主義的生産様式の止揚後も、存続せね
ばならない唯一の部分」と述べているのである。
　また、マルクスは、「ゴータ綱領批判」では、「……社会的総生産物からは、次のものが控除されな
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けれぽならない。第一に、消耗された生産手段を置きかえるための補填分。第二に、生産を拡張する
ための追加部分。第三に、事故や天災による障害にそなえる予備積立または保険積立。　「労働の全収
益」中からこれらのものを控除することは経済上の必要であって、この控除の大きさは、もちあわせ
ている手段と力とにおうじて、また一部は確率計算によって決定されるべきものであるが、けっして
正義によって算定できるものではない。総生産物の残りの部分は、消費手段としての使用にあてられ
る。だが、各個人に分配されるまえに、このなかからまた、次のものが控除される。第一に、直接に
生産に属さない一般管理費。この部分は最初から、今日の社会にくらべればきわめてひどく縮小さ
れ、そして新社会が発展するにつれてますます減少する。第二に、学校や衛生設備等々のようないろ
んな欲求を共同でみたすためにあてる部分。この部分は最初から、今日の社会にくらべてひどくふ
え、そして新社会が発展するにつれてますますふえる。第三に、労働不能者等のための元本。つま
り、今日のいわゆる公共の貧民救済費にあたる元本2）。」と述べている。ここでは、マルクスは、高度
に発展した共産主義社会を前提にして述べていることに注意しなければならない。そして、マルクス
は、社会的総生産物から、予備または保険ファンドの設定の必要性を説いているのである。
　また、同書でマルクスはさらに、　「共産主義社会のより高度の段階で、すなわち個人が分業に奴隷
的に従事することがなくなり、それとともに精神労働と肉体労働との対立がなくなったのち、労働が
たんに生活のための手段であるだけでなく、労働そのものが第一の生命欲求となったのち、個人の全
面的な発展にともなって、またその生産力も増大し、協同的富のあらゆる泉がいっそう豊かに湧きで
るようになったのち一そのときはじめてブルジョア的権利の狭い視界を完全に踏みこえることがで
き、社会はその旗の上にこう書くことができる一各人はその能力におうじて、各人にはその必要に
おうじて！3）」と述べている。
　こうした共産主義社会の高度に発展した段階にあっては、資本主義的生産関係におけるような分配
の矛盾はすべて消滅するであろう。したがって、資本主義経済におけるような資本家階級による剰余
価値の横領、そしてそこからの保険ファソドの設定、その矛盾の反動として、労働者階級による労働
力再生産費たる必要経費としての労働賃金からの捻出になる保険ファソド設定という特徴的な形態は
消滅するであろう。
　そして、共産主義社会の高度に発展した段階にあっては、社会的総生産物から、その分配に先立っ
て、予備または保険ファンドのための控除がなされ、しかもそれは資本主義経済の場合とは異なり、
各人の共有財産になる。
　ところが、資本主義経済においては、その生産関係によって規定される分配の「不公正」さのゆえ
に、社会的総生産物は資本家階級に帰属し、したがってその剰余価値部分も資本家階級に握られてい
る。そのために、それに基づき、将来の偶発的な事故や天災等のために積立でられる保険ファンド
は、資本家という「階級」によって、その資本の、不変資本の価値の保護のために利用されているの
である。
　その一方では、労働者階級は、その労働力を商品として売り、その代償として資本家から剰余価値
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を搾取された労働賃金一所得を得る。それは労働者の労働力の再生産費であり、またその家族の生活
維持のための費用である。しかも、社会保障等の国家社会的制度も不完全な当該資本主義経済にあっ
ては、自らとその家族の経済生活の存立を危うからしめるようなさまざまな、肉体的、物的リスクに
備えるための福祉的な保険ファンド設定は不可欠のものである。したがって、労働者階級は労働賃金
から、他の経費を犠牲にして保険ファンド設定のための捻出をしなければならないのである。つま
り、この個人所得からの捻出になる労働者階級の保険ファソドは、資本主義的生産関係そのものによ
って必然的となるのである。労働者階級にとってこのファンドは、諸矛盾と結びつく、傷害、疾病等
にさらされた場合に，所得の再分配4）機能をはたす福祉的消費ファソドであり、それによって労働力
の再生産を、したがって資本主義的生産過程の再生産を担うことになる。
　まさに、この点にこそ資本主義経済そのものに内在する諸矛盾のあらわれとしての、剰余価値から
の控除になる資本家階級の保険ファンドと、労働賃金一所得からの捻出になる労働者階級の、福祉的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノな保険ファソドとがある。これは、貨幣経済である資本主義経済という、歴史的、一時的な段階に特
徴的なものである。
　では、マルクスが、労働賃金からの保険ファンドについて一言もしていないのは、いかなる点にあ
るのであろうか。
　高度に発展した共産主義社会に到った場合には、社会的総生産物は、国民の共有財産になるであろ
う。　「階級」そのものも消滅し、したがって、資本主i義の場合のように、特定の「階級」による剰余
価値の横領もなくなることになる。そして、社会的消費ファンドは増大し、労働者の労働報酬も増大
することになる。また、国民の共有財産となる生産手段、労働手段、および労働対象を、偶発的な事
故や自然災害から保護するために、社会的総生産物の一部が、分配に先立って予備または保険ファン
ドとして予定され、蓄積されなければならない。社会的総生産物からはさらに、労働不能者等のため
の、社会保障的ファンドを設定すべく控除がなされなけれぽならない。これらのファソドは、国民全
体の共有になり、能力と必要に応じて「公平な分配」が行なわれることとなる。かくして、資本主i義
の場合の家計保険の必要性は薄れ、消滅すべきものとなろう。
　マルクスが、　「資本論」および「ゴータ綱領批判」において述べている予備または保険ファンドと
保険、そして、そこに触れられていない家計に係わる保険ファソドと保険は、以上のように結論でき
るのではないだろうか。
　注1）JI・A・モティレフ著　笠原長寿・水越哲郎監訳「ソ連の国営保険」p．5第一章保険ファンドと国営保
　　　　険の経済的範囲、においてモティレフは、次のように述べている。「社会主義についてもまた資本主義
　　　　の場合でも、保険ファンドの唯一の源泉として現われる剰余生産は、指摘した社会発展の二つの形態の
　　　　条件のもとでは根本的に対立する内容を帯びている。資本主義の場合、剰余生産をもとにしてつくり出
　　　　される保険ファンドは、資本家によって横領される剰余価値にもとついて形成され、資本の保護に奉仕
　　　　する。社会主義生産のもとでは、剰余生産にもとついてつくり出され、保険ファソドの形成にあてられ
　　　　る部分は、社会の必要充足のために向けられる。換言すると、資本主義下の保険ファンドは、搾取にも
　　　　とついて生み出された資本主義的生産関係の産物である。これとは反対に、社会主義の場合の保険ファ
　　　　ンドは、搾取から解放された社会主義労働にもとついて形成される。しかも、終極的には社会主義社会
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　　の所有物である。」
2）　「ゴータ綱領批判」大月書店版「マルクス＝エンゲルス全集」第19巻　p．18～19
3）同上P．　21
4）笠原長寿著「保険経済の研究」p．89「そのための（人保険のための…・・筆者注）保険ファンドの形成と
　　配分は、保険事故を契機とした所得の再分配として意義づけられる。」
M．結 び
　資本主義経済における主要な保険ファソドとして、資本家階級による剰余価値からの控除になる保
険ファソドと、労働者階級による労働賃金たる個人所得からの捻出になる福祉的保険ファンドの二つ
の相異なる保険ファソドが存在する。そして、これは、そのまま資本主義的生産関係そのものによっ
て規定された分配関係における矛盾のあらわれなのである。
　個人所得からの捻出になる保険ファンドは、資本主義的生産様式の止揚後は、漸次、その必要性が
薄れ、高度に発展した共産主義段階に到っては消滅すべきものと考えられる。そうした段階に到って
も存続すべきは、生産手段等に係わる偶発的自然災害のための保険ファンド、すなわち社会的総生産
物から、分配に先立って控除し積立てる予備または保険ファソドなのである。
　以上の分析によって、資本主義経済におけるこの二つの相異なる保険ファソドの経済学的位置づけ
は、どこに求められるべきか。それは、諸矛盾が内在する資本主義的生産関係そのものによって規定
される分配関係にこそ、その本質が求められなければならないのであり、また資本主義経済における
保険ファンドは、それによって資本主義的生産関係の再生産機能をもつものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士課程2年）
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